（案）

宮崎市食育活動応援事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、市民の健康寿命の延伸のため、食生活の改善を促す食育活動に対して、予算の範囲内において宮崎市食育活動応援事業補助金を交付するものとし、その交付については、宮崎市補助金等交付規則（昭和５０年規則第１９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（補助対象者）

第２条　補助金の交付の対象となる者は、宮崎市内で食育活動を行う団体であって、次の各号に該当する団体とする。

（１）宮崎市に在住する者が主体となり、宮崎市内に活動拠点を有し、主たる活動の場が宮崎市内である団体

（２）規約・会則等を持ち自主的で継続的な活動のできる団体

（３）３名以上で構成されている団体

２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は補助対象団体としない。

（１）営利活動を目的とする団体

（２）宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体

（３）宮崎市暴力団排除条例（平成２３年条例第４７号）第２条に規定する暴力団又は暴力団員の統制下にある団体

（補助対象経費）

第３条　補助対象経費は、食育活動に要する経費のうち、次のいずれかに該当するものとする。補助の対象となる食育活動とは、管理栄養士、栄養教諭、医師、歯科医師又はこれらと同等の資格を有する者が講師を務めるものであって、１回の活動につき１０人以上の市内の３９歳以下の者又はその保護者等を対象として、食材の摂取と健康との関係性を教授するものに限る。ただし、活動人数については、感染症等の影響により、やむを得ず計画時の人数を下回る場合も補助対象とする。

（１）講師及び補助者に対する報償費

（２）講師及び補助者に対する交通費

（３）会場及び機材の賃借料

（４）食材及び資材の購入費

（５）その他市長が適当と認める経費

（補助率及び補助上限額）

第４条　補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じた額（その額に１円未満の端数があるときには、これを切り捨てた額。）以内とし、１回の食育活動当たり２万５，０００円を補助の上限とする。ただし、１回の食育活動の参加者が２５人を超える場合は、２５人を超える参加者１人当たり１，０００円を上乗せした金額を補助の上限とする。

（交付申請）

第５条　補助金の交付を受けようとする団体は、規則第３条の規定により補助金等交付申請書に次に掲げる書類を添えて提出するものとする。

（１）事業計画書（様式第１号）

（２）収支予算書（様式第２号）

（３）宮崎市暴力団排除条例に基づく誓約書兼同意書（様式第３号）

（４）その他市長が必要と認める書類

（申請の取下げのできる期間）

第６条　規則第６条第１項の規定により申請の取下げができる期間は、補助金の交付決定通知を受領した日から起算して１０日を経過した日までとする。

（交付申請内容の変更）

第７条　申請者は、補助金の交付申請の内容を変更しようとするとき（軽微な変更であって交付決定額に変更を生じないものを除く。）は、規則第７条の規定により補助金交付変更承認申請書に第５条第１項第１号及び第２号の書類を添えて提出しなければならない。
（実績報告）

第８条　規則第１１条の規定による実績報告は、事業完了の日から起算して３０日以内又は補助金の交付決定のあった年度の３月３１日のいずれか早い期日までにしなければならない。

２　規則第１１条の規定により補助事業実績報告書に添付すべき書類は、次のとおりとする。

（１）事業実施報告書（様式第４号）

（２）収支決算書（様式第５号）

（３）その他市長が必要と認める書類

（補助金の交付方法等）

第９条　この補助金は、概算払いにより交付することができる。

（委任）

第10条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。
なお、みやざき食材を活用した食育活動応援事業補助金交付要綱（令和４年４月１日施行）は、令和６年３月３１日付けで廃止する。

